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人種差別撤廃委員会 

  法執行機関職員による人種プロファイリングの防止及び撲
滅に関する一般的勧告第３６号（２０２０年）※ 

 I. 序章 

１．人種差別撤廃委員会は，その第９０会期において，「今日の世

界における人種差別：人種プロファイリング，民族浄化及び現在の

世界的な問題と課題」をテーマとした討論会を開催することを決定

した。テーマ別討論は２０１７年１１月２９日にジュネーブで開催

され，これまでの人種プロファイリング及び民族浄化を撲滅するた

めの取組における経験，課題，教訓を分析し，現場により大きな影

響を与えるために委員会がどのように人種プロファイリング及び民

族浄化に対する取組を強化できるかに焦点が当てられた。 

２．議論の後，委員会は，報告義務を含む締約国の義務の履行を支

援するために，人種プロファイリングの防止及び撲滅に関するガイ

ダンスを提供するための一般勧告の起草に取り組む意向を表明した。

本一般勧告は，人種差別との闘いにおける全ての利害関係者に関連

するものであり，委員会は，その公表を通じて，共同体，人民及び

国家間の民主主義，法の支配及び平和と安全の強化に貢献しようと

している。 

３．委員会は，第９８会期において，全ての関係者と協議の上，人

種プロファイリングの防止及び撲滅に関する一般的勧告を起草する

ための検討を開始した。1委員会は，人種プロファイリングに対する

人工知能の意味合いに重点を置いて，様々な分野の研究者との討論

も行った。  

  

* 第１０２回委員会（２０２０年１１月１６日～２４日）で採択。 
1 一般的勧告案に対する意見は， 

www.ohchr.org/EN/HRBodies/CERD/Pages/GC36.aspx に掲載されている。 
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 II. 確立された原則及び実践 

４．本一般的勧告を起草するに当たり，委員会は，主に締約国報告

書の審査及び重要な一般的勧告の文脈における，法執行機関職員に

よる人種プロファイリングに対処する際の広範な実務を考慮に入れ

てきた。委員会は，市民でない者に対する差別に関する一般的勧告

第３０号（２００４年）において人種プロファイリングの問題を明

確に取り上げ，その中で，テロとの闘いにおいて取られたあらゆる

措置が，目的又は効果において，人種，肌の色，世系，又は国若し

くは民族的出自を理由に差別されないこと，及び，市民でない者が

人種若しくは民族的プロファイリング又はステレオタイプ化の対象

とならないこと（パラ１０）を各国が確保するよう勧告し，刑事司

法制度の運営及び機能における人種差別の防止に関する一般的勧告

第３１号（２００５年）では，委員会は，締約国に対し，実際には

人の身体的外見，その人の肌の色，人種的若しくは民族的集団の特

徴やメンバーであること，又は，その人をより大きな疑惑にさらす

プロファイリング（パラグラフ２０）のみに基づいている尋問，逮

捕及び捜索を防止するために必要な措置を講じるよう勧告した。ま

た，アフリカ系の人々に対する人種差別に関する一般的勧告第３４

号（２０１１年）では，委員会は，法執行機関職員，政治家，教育

者がアフリカ系の人々を人種に基づいて標的にし，汚名を着せ，ス

テレオタイプ化し，又はプロファイリングする傾向に対抗するため

に毅然とした行動を採るよう各国に勧告している（パラグラフ３

１）。他の勧告も人種プロファイリングに関連しており，例えば人

権保護における法執行機関職員の訓練に関する一般的勧告第１３号

（１９９３年）では，委員会は法執行機関職員が人種，肌の色，又

は国や民族的出自の区別なしに全ての人の人権を守ることを確保す

るための訓練を受けるべきであると強調した（パラ２）；先住民の

権利に関する一般的勧告第２３号（１９９７年）では，委員会は先

住民がいかなる差別，特に先住民であるという出自やアイデンティ

ティに基づく差別から自由であるべきであると強調した（パラ４

(b)）；ロマに対する差別に関する一般的勧告第２７号（２０００年）

では，委員会は，各国がそれぞれの具体的な状況を考慮に入れて，

特に逮捕と勾留に関連して，ロマに対する警察の違法な有形力の行

使を防止するための措置を講じること（パラ１３），及びロマのコ

ミュニティーと警察との間の信頼を構築することを勧告した。人種

差別撤廃条約における特別措置の意味と範囲に関する一般的勧告第

３２号（２００９年）では，委員会は「交差性」の概念に言及して

おり，この概念を通じて，ジェンダーや宗教を理由とした差別等，

そのような理由に基づく差別が条約第１条に記載されている１つ又

は複数の理由と組み合わせて存在すると思われる二重又は多重の差

別を取り上げた（パラ７）。そして，人種主義的ヘイトスピーチと

の闘いに関する一般的勧告第３５号（２０１３年）がある。 

５．委員会は，その総括所見において，法執行機関職員による人種

プロファイリングの使用について繰り返し懸念を表明しており，締
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約国に対し，その実践を終わらせるための措置を講じるよう勧告し

てきた2。 

６．さらに，他のいくつかの国際人権メカニズムは，人種プロファ

イリングを国際人権法違反として明示的に強調してきた。２００９

年には，ウィリアムズ・レクラフト対スペイン事件の決定を通じて3，

自由権規約委員会は，人種プロファイリングを違法な差別であると

直接認めた最初の条約機関となった。より最近の総括初見において，

自由権規約委員会は，移民，庇護希望者，アフリカ系の人々，先住

民族，ロマ4を含む宗教的・民族的少数者のメンバーなど，特に特定

の集団を対象とした法執行機関職員による人種プロファイリングの

継続的な実践に定期的に懸念を表明してきた5。 

７．２００１年に南アフリカのダーバンで開催された人種主義，人

種差別，外国人排斥及び関連する不寛容に反対する世界会議で加盟

国が採択したダーバン行動計画において，各国は，人種プロファイ

リングを排除するための効果的な措置を設計し，実施し，強制力を

持って実行するよう求められた（パラ７２）。 

８．２００７年に人権理事会に提出された報告書の中で，テロリズ

ムに対抗しながらの人権と基本的自由の促進と保護に関する特別報

告者は，２００１年９月１１日以降，様々な国の法執行当局が，推

定される人種，民族，出身国，宗教などの特徴を含むテロリストの

プロフィールに基づいた措置を採用してきたことを指摘した。特別

報告者は，「人種」に基づくテロリストのプロフィール化の実践は

人権の原則とは相容れず，潜在的なテロリストを特定するのに不適

当で非効果的な手段であり，テロとの闘いにおいてそのような手段

を逆効果にしかねない相当否定的な結果をもたらしていると強調し

た6。 

９．今回の一般的勧告は，持続可能な開発のための２０３０アジェ

ンダの枠組みの中で，また，同アジェンダの実施への貢献として起

草されたものである。その包括的な公約である「誰一人取り残さず，

最も届きにくいところから取り組む」は，特に人や国の不平等をな

くすという目標１０及び持続可能な開発のための平和で包摂的な社

会を促進し，全ての人々に司法へのアクセスを提供し，あらゆるレ

ベルにおいて効果的で説明責任のある包摂的な制度を構築するとい

う目標１６との関係で委員会の作業に重要な入口と機会を提供する。  

  

 2 CERD/C/RUS/CO/23-24, paras.15-16; CERD/C/CAN/CO/21-23, paras.15-16; 
CERD/C/ITA/CO/19-20, paras.27-28; CERD/C/ESP/CO/21-23, para. 27; 
CERD/C/SVN/CO/8-11, para.  8 (d); CERD/C/POL/CO/20-21, para. 11;    
CERD/C/NLD/CO/19-21, paras. 13-15; CERD/C/CHE/CO/7-9, para. 14; 
CERD/C/USA/CO/7-9, paras. 8 and 18. 

 3 CCPR/C/96/D/1493/2006. 
 4 CCPR/C/NZL/CO/6, paras.23-24; CCPR/C/AUT/CO/5, paras.19-20; 

CCPR/C/FRA/CO/5, para.15; CCPR/C/ESP/CO/6, para. 8; CCPR/C/RUS/CO/7, 
para.9;及び CCPR/C/USA/CO/4, para.7.  

5 CAT/C/USA/CO/3-5, para. 26; CAT/C/CPV/CO/1, para. 20; CAT/C/ARG/CO/5-6, 
para.35;及び CAT/C/NLD/CO/7, paras. 44-45. 

 6 A/HRC/4/26, paras.34 and 83. 
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 III. 範囲 

１０．委員会は，人の推定される人種，肌の色，子孫，国や民族的

出自等の特定の特徴に基づいて様々な少数者集団を標的とする法執

行機関職員による人種プロファイリングの使用について，しばしば

懸念を表明してきた。委員会は，警察官や国境管理官などの法執行

機関職員が職務を遂行している間，恣意的な警察力に基づく停止，

恣意的な身元確認，鉄道駅，列車，空港でのあらゆる人の所持品の

無作為検査及び恣意的な逮捕を行っているとの報告に懸念を表明し

てきた。7委員会は，特定の民族集団のメンバーに対する偏見と不寛

容を悪化させるテロリズムと移住に関する現代的な懸念のために，

人種プロファイリングが増加していることに懸念を持って留意して

いる。 

１１．委員会は，移民，難民及び庇護希望者，アフリカ系の人々，

先住民族，ロマを含む国民的及び民族的少数者等の特定のグループ

が，人種プロファイリングに対して最も脆弱であることを認識して

きた8。 

１２．さらに，委員会は，安全保障，国境管理，社会サービスへの

アクセスなどの分野において，人工知能を含む新しい技術ツールの

使用が増加していることが，人種主義，人種差別，外国人排斥，及

び他の形態の排除を深刻にする可能性があると認めている。しかし，

今回の一般的勧告では，委員会は，法執行機関職員による人種プロ

ファイリングに関連したアルゴリズムによる意思決定と人工知能に

焦点を当てており，したがって，潜在的に有害な人工知能に関連す

る他の多くのトピックは，今回の一般的勧告の範囲外である。委員

会は，いくつかの分野では人工知能が多くの意思決定過程の有効性

を高めることに貢献する可能性があることを認識している一方で，

人工知能が法執行の文脈での意思決定に使用される場合，アルゴリ

ズムによる偏見の現実的リスクがあることも認識している。アルゴ

リズムによるプロファイリングには深刻な懸念があり，被害者の権

利に関する結果は非常に深刻なものになる可能性がある。  

 IV. 人種プロファイリングの定義及び理解 

１３．国際人権法には人種プロファイリングの普遍的な定義はない。

しかし，世界のあらゆる地域で根強い現象として，様々な国際・地

域人権機関が人種プロファイリングの定義を採用しており，それに

は多くの共通要素がある。人種プロファイリングとは，(a)法執行当

局によって行われるものであり，(b)客観的な基準や合理的な正当化

事由によって動機付けられておらず，(c)人種，肌の色，世系，国若

  

 7 CERD/C/MUS/CO/20-23 and Corr.1, paras.20-21; CERD/C/BLR/CO/20-23, paras. 
23-24; CERD/C/ESP/CO/21-23, para.27; 及び CERD/C/DEU/CO/19-22, para.11.  

 8 CERD/C/MUS/CO/20-23 and Corr.1, para.20;及び CERD/C/RUS/CO/23-24, paras.15 
(b) and 16 (c); CERD/C/CAN/CO/21-23, paras. 15 and 16 (a)-(d);及び
CERD/C/ITA/CO/19-20, paras.27–28. 
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しくは民族的出自，又はこれらと宗教，性別若しくはジェンダー，

性的指向と性自認，障がいと年齢，移住者の地位，又は就労若しく

はその他の地位等の他の関連する理由との交差に基づき，(d)特定の

文脈，例えば，出入国管理や犯罪活動，テロリズム，又は法律に違

反しているか，若しくは法律に違反している可能性があるとされる

その他の活動との戦いにおいて利用されるものである。  

１４．人種プロファイリングは，恣意的な停止，捜索，身元確認，

捜査，逮捕等の行動や行為を通じて行われる。 

１５．米州人権委員会は，人種プロファイリングを，客観的な疑い

ではなく，人種，肌の色，民族性，言語，世系，宗教，国籍，出生

地，又はこれらの要素の組み合わせに基づくステレオタイプに動機

づけられた公共の安全と保護を名目上の理由として採用される方策

であり，そのような特徴を持つ人々が特定の種類の犯罪に関与しが

ちであるという誤った仮定に基づいて，差別的な方法で個人又は集

団を特定する傾向があるものと定義している9。アラブ人権委員会は，

人種プロファイリングを，法執行機関が，客観的な証拠や個人の行

動ではなく，推定される人種，肌の色，世系，国籍，出生地，国籍

又は民族的出自に関連した一般化又はステレオタイプを，特定の個

人を犯罪行為に関与している，又は関与していたと特定するための

根拠として使用し，差別的な意思決定をもたらすものと定義するこ

とができると寄稿している10。２００７年に採択された警察活動にお

ける人種主義と人種差別との闘いに関する一般政策勧告第 11 号にお

いて，人種主義と不寛容に反対するヨーロッパ委員会が，人種プロ

ファイリングを，警察が，客観的かつ合理的な正当化事由なく，人

種，肌の色，言語，宗教，国籍，国又は民族的出自等の理由を取締

り，監視，捜査活動に使用することと定義している。 

１６．２０１５年に人権理事会に提出された報告書の中で，人種主

義，人種差別，外国人排斥及び関連する不寛容の現代的な形態に関

する特別報告者は，法執行機関職員による人種及び民族プロファイ

リングは，法執行機関職員や治安維持及び国境管理担当者が，人々

を詳細な捜索，身元確認及び捜査の対象とし，又は，個人が犯罪行

為に関与したかどうかを判断するための根拠として，人種，肌の色，

世系，又は国若しくは民族的出自に依拠することを意味すると一般

的に理解されていることを指摘した11。 

１７．国連人権高等弁務官は，人種プロファイリングとは，法執行

機関が，人々を職務質問，詳細な捜索，身元確認及び捜査の対象と

したり，個人が犯罪活動に関与したと判断するために，客観的な証

拠や個人の行動ではなく，人種，肌の色，世系，又は国若しくは民

族的出自に基づく一般化に依拠する過程を指すとしている。人種プ

ロファイリングは，そのため，差別的な意思決定を生み出す。高等

弁務官はさらに，個々の法執行機関職員の態度や実践，あるいは法

  

 9 米州人権委員会「米州におけるアフリカ系の人々の状況」（２０１１年）, para.43. 
 10 アラブ人権委員会の寄稿参照。 
 11 A/HRC/29/46, para.2. 
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執行機関の差別的な文化や方針のいずれに起因するかにかかわらず，

人種プロファイリングは多くの機関で長年にわたる慣行になってい

ると指摘している12。 

１８．今回の一般的勧告においては，人種プロファイリングとは，

ダーバン行動計画のパラグラフ７２に記載されているように理解さ

れる。すなわち，警察及びその他の法執行機関が，人を捜査活動の

対象としたり，個人が犯罪活動に関与しているかどうかを判断する

ための根拠として，いかなる程度であれ，人種，肌の色，世系，又

は国若しくは民族的出自に依拠する慣行のことをいう。この文脈で

は，人種差別は，しばしば，宗教，性別とジェンダー，性的指向と

性自認，障がい，年齢，移住者の地位，又は就労若しくはその他の

地位等の他の理由との交差している。 

１９．法執行機関職員による人種プロファイリングには，強制捜査，

国境及び税関検査，家宅捜索，監視対象化，法と秩序の維持若しく

は再確立のための活動，又は出入国管理に関する決定が含まれるこ

ともある。これらの行動は，様々な意味で，街頭での警察活動や対

テロ活動の文脈で行われることがある13。 

２０．人種プロファイリングは，ステレオタイプ及び偏見と結び付

いており，意識的でも無意識的でもあり得る上，個人的でも制度的

でも構造的でもあり得る。ステレオタイプな推測が人権の享受を損

なうために実践されると，ステレオタイプ化は国際人権法の違反と

なる14。 

 V. 条約の下での原則と一般的義務 

２１．法執行機関職員による人種プロファイリングの実施を特定し，

予防し，これを阻止することは，あらゆる形態の人種差別の撤廃に

関する国際条約の目的を達成するために不可欠である。法執行機関

職員による人種プロファイリングの実施は，(a) 人種，皮膚の色，

世系，民族的・種族的出身，又はその他の交差的形態の差別が許さ

れないこと，及び(b) 法の前の平等を基礎とする人権の基本原則に

違反する。また，デュープロセスや公正な裁判を受ける権利を侵害

する可能性もある。これらの原則と権利は，世界人権宣言（第２条

及び第７条）及び本条約（第２条及び第５条(a)）の柱となっている。 

２２．本条約の前文では，全ての人間は法の前に平等であり，いか

なる差別及び差別の扇動に対しても法の平等な保護を受ける権利が

あることが強調されている。人種プロファイリングという用語は本

条約では明示的に言及されていないが，このことは，委員会が人種

  

 12 国連，アフリカ系の人々の人種プロファイリングを防止し，対抗する：グッドプ
ラクティスと課題（2019 年）, p.v. 

 13 A/73/354 参照。 
 14 例えば，シモン・キューザック「人権侵害としてのジェンダーステレオタイプ

化」国連人権高等弁務官事務所委託研究報告書（２０１３年）参照。 
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プロファイリングの実施を特定し，人種プロファイリングと本条約

に定められた基準との関係を調査することを妨げるものではない。  

２３．本条約の第２条に基づき，各国は，個人，集団又は団体に対

する人種差別の行為又は実施を行わず，国及び地方の全ての公的機

関がこの義務を遵守して行動することを確保することを約束する。

人種プロファイリングは，人種差別的な事件や人種的偏見やステレ

オタイプを助長し，永続させる可能性のある行為であるため15本条約

の理念に反している。したがって，締約国は，人種プロファイリン

グが行われず，促進されないようにするために，政策，法律及び規

制を見直す義務がある。締約国は，法律，政策及び制度を通じて差

別を撤廃するための措置を積極的に講じる義務がある。人種プロフ

ァイリングの行為に関与することの禁止及び公的機関が人種プロフ

ァイリングの実施を行わないことを確保する義務は，本条約第５条

からも導かれる。人種プロファイリングの実施は，何人も人種，皮

膚の色，民族的・種族的出身の区別なく，法の前の平等及び平等な

待遇を求める権利を有することと両立しない。さらに，移動の自由

など，他の市民的権利が差別なく保証されることとも両立しない。 

２４．本条約第６条に基づき，締約国は，その国内の全ての人に対

して，人種差別から実効的に保護されることを保証する義務を負う。

したがって，締約国は，官公庁及び公的機関が人種プロファイリン

グの慣行に関与しないことを確保するために予防措置を講じなけれ

ばならない。第６条はまた，締約国に対し，人種差別に対する実効

的な救済措置をその国内の全ての者に確保することを求めている。

締約国は，自国の国内法秩序が，人種プロファイリングが行われた

場合にそのことを明らかにし，そのような行為を終わらせるための

適切かつ効果的なメカニズムを含むようにする義務がある。締約国

は，さらに，人種プロファイリングという形態での人種差別の結果

として被った損害に対して，正当かつ適切な賠償又は満足を求める

権利を保障しなければならない。締約国は，この権利が効果的な方

法で行使できるようにしなければならない。人種プロファイリング

の実施が特定の集団又は集団の構成員に常に影響を及ぼすという事

実に鑑み，締約国は，人種プロファイリングに関連して権利を集団

的に行使するためのメカニズムの確立を検討することが奨励される。 

２５．本条約第７条は，人種差別と闘う上での教授，教育，文化，

情報の役割を強調している16。人種プロファイリングについて言うと，

人種差別に加担してはならないとの義務の履行は，官公庁及び公的

機関の振る舞いにかかっている。そのため，締約国は，特に，国の

法執行機関職員に人種プロファイリングに関与しないようにする義

務を十分に認識させることが最重要である。人種プロファイリング

は，しばしば慣行とされ問題とされてこなかった官公庁及び公的機

関の行為として行われてきたため，締結国が法執行機関職員のこの

ような認識を高めることは，人種プロファイリングを防止し，それ

  

 15 例えば，CERD/C/C/IRL/CO/3-4, para.18. 
 16 一般勧告第１３号（１９９３年）参照。 
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を克服するのに役立つ。したがって，締約国は，法執行に従事する

官公庁や公的機関の職員が人種プロファイリングに関与しないよう

に適切な訓練を受けさせることを確保すべきである。 

 VI. 人種プロファイリングの結果  

２６．人種プロファイリングは，日常生活の中で常に人種プロファ

イリングの対象とされる可能性があることから，個人やコミュニテ

ィの態度や幸福に負の累積的な影響を及ぼす17。人種プロファイリン

グの被害者は，効果的な救済策や修復手段がない中で，しばしばそ

の影響を控えめに見て，表に出さないことがある。人種プロファイ

リングは違法であることに加えて，一般的な法執行に際して行われ

るとその効果を損ない，逆効果となる場合がある。差別的な法執行

行為を受けたと認識している人々は，法執行に対する信頼度が低く

なり，その結果，法執行に協力する意思が低くなる傾向があり，法

執行の有効性が制限される可能性がある。人種プロファイリングが

行われると，法執行機関の日常業務に影響を与え，意識的か無意識

的かにかかわらず，影響を受けたコミュニティに属する犯罪の被害

者を支援する能力を弱体化させる。不公平感と屈辱感，法執行に対

する信頼の喪失，二次的な被害，報復されることに対する恐怖，法

的権利や支援に関する情報へのアクセスの制限は，犯罪の報告の減

少や諜報目的の情報の減少につながる可能性がある。  

２７．人種プロファイリングとヘイトスピーチは密接に関連してお

り，委員会はしばしばこれら２つの形態の差別を同時に取り上げて

きた18。人種的又は民族的憎悪に基づく思想の流布，メディアでのヘ

イトスピーチの継続的な使用，公務員による人種差別的な政治的言

説は，法執行機関職員による差別とステレオタイプ化を助長する。

ヘイトスピーチの対象とされる民族グループもまた，人種プロファ

イリングの対象とされる。さらに，法執行機関による人種プロファ

イリングは，人種差別に直面しているグループが犯罪を犯す傾向が

強いかの如く行われるので，それが公の言説に影響を与え，人種差

別的な憎悪の拡散を増加させることになる。 

２８．人種プロファイリングは，市民的及び政治的権利の享受にも

悪影響を及ぼす。かかる権利には，生命に対する権利（市民的及び

政治的権利に関する国際規約第６条），身体の自由及び安全（同規

約第９条），プライバシー権（同規約第１７条），移動の自由（同

規約第１２条），結社の自由（同規約第２２条），実効的な救済

（同規約第２条(3)）を含む。 

２９．人種プロファイリングは，経済的，社会的及び文化的権利に

も影響を及ぼす可能性がある。例えば適切な住居に居住する権利

（経済的，社会的及び文化的権利に関する国際規約第１１条），健

  

 17 例えば，A/HRC/24/52/Add.2，パラ５７を参照。 
 18 CERD/C/C/RUS/CO/23-24, paras.15-16; CERD/C/C/SVN/CO/8-11, paras.8-9；及び 

CERD/C/C/AUS/CO/18-20, para.14.  
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康を享受する権利（同規約第１２条），教育についての権利（同規

約第１３・第１４条）及び労働の権利（同規約第６条）などである19。 

３０．法執行機関職員による人種プロファイリングは，司法制度，

特に刑事司法制度のあらゆるレベルの行政において，広範囲に及ぶ

結果をもたらしてきた。人種プロファイリングは，特に以下のよう

なことにつながる可能性がある。(a) 条約の下で保護されている特

定のカテゴリーの人を過度に犯罪者扱いすること，(b) 犯罪と民族

性の間の誤解を招くステレオタイプな関連付けを強化し，不公正な

法適用をもらたすこと，(c) 条約の下で保護されているグループの

不均衡な投獄率， (d) 条約の下で保護されている集団に属する者が

法執行機関職員による不当な暴力又は権限の濫用に晒され易いこ

と,(e) 人種差別及び憎悪犯罪の行為の過小報告,(f) 対象となるコ

ミュニティのメンバーに対する裁判所によるより厳しい判決の言い

渡し。 

 VII. アルゴリズムによるプロファイリングと人種の偏りと差別  

３１．技術開発の急速な進歩により，法執行機関職員の行動は20ビッ

グデータ，自動化された意思決定，人工知能のツールや方法を含む

アルゴリズム・プロファイリングによって決定されたり，情報を得

たりすることが多くなっている21。このような進歩は，法執行機関職

員の決定や行動の正確性，有効性，効率性を高める可能性がある一

方で，偏見を再生産して強化し，差別的な慣行を悪化させたり導い

たりする大きな危険性がある22。アルゴリズムの分析と意思決定が不

透明であることを考えると，特に人工知能の手法が採用されている

場合には，アルゴリズムによるプロファイリングの差別的な結果は，

人間の意思決定の結果により生じた場合よりも明らかではなく，検

出が困難であることが多く，異議を唱えることが難しくなる23。さら

に，人権擁護者は一般的に，このような差別的な方法を識別するた

めの技術的な知見を十分に備えていない。 

３２．アルゴリズム・プロファイリング・システムにバイアスが浸

透する入り口には，システムの設計方法，システムに入力されるデ

  

 19 あらゆる形態の人種差別の撤廃に関する国際条約第５条も参照。 
 20 アルゴリズムによるプロファイリングには，傾向，パターン，又は相関関係を特

定するためにデータを分析するために使用される，段階的なコンピュータ化され
た技術が含まれる。欧州基本権機関，Preventing Unlawful Profiling Today and 
in the Future.A Guide（2018 年），９７頁。 

 21 「人工知能」という言葉は広く使われているが，明確に定義されているわけでは
ない。言論及び表現の自由の権利の促進及び保護に関する特別報告者は，人工知
能は，自動化された計算された意思決定に関連して，独立性，スピード，規模が
増大していることに言及する。人工知能は一つのものだけではなく，意思決定や
問題解決など，人間が行わなければできない特定の作業をコンピュータが補完し
たり，代替したりすることを可能にするプロセスや技術の「集まり」を指してい
る（A/73/348，パラ２）。 

22 A/HRC/44/57 を参照。 
 23 AI Now，「AI Now 報告書：人工知能技術の社会的・経済的な意味合いの近未

来」，ホワイトハウスとニューヨーク大学情報法研究所が２０１６年７月７日に
開催した AI Now 公開シンポジウムの概要，７頁。 
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ータセットの出所と範囲に関する決定，開発者がそれらのデータセ

ットに組み込む可能性のある社会的及び文化的なバイアス，人工知

能モデル自体，及び人工知能モデルに実装された実際の出力方法な

ど様々なものがある24。特に，以下のデータ関連の要因が負の結果に

寄与する可能性がある。(a) 使用されるデータに保護された特性に

関する情報が含まれていること。(b) いわゆる代理差別情報がデー

タに含まれている場合。例えば，都市の差別された地域にリンクさ

れた郵便番号は，しばしば間接的に人種や民族の出自を示している。 

(c) 用いられたデータにグループに対するバイアスがかかっている

場合25。(d) 用いられたデータが不適切に選ばれたり，不完全だった

り，不正確だったり，古かったりして質が悪い場合26。 

３３．アルゴリズムを用いたプロファイリングが，特定の地域や特

定のグループ，あるいは個人の犯罪活動の可能性を判断するために

使用されている場合には，特にリスクが生じる。将来起こり得る出

来事を予測するために過去のデータに依存した予測的な取り締まり

がなされる場合には，特に使用されるデータセットが上述したよう

な欠陥の一つ以上を有している場合には，差別的な結果を容易に生

み出す可能性がある27。例えば，ある地域の過去の検挙データは，人

種的に偏った取り締まり方法を反映している可能性がある。予測的

な取り締まりモデルに投入された場合，これらのデータを使用する

と，将来の予測も同じような偏見に導かれ，同じ地域の過剰な取り

締まりにつながる危険性があり，その結果，その地域での検挙者数

が増加するという，危険な悪循環が発生する可能性がある。  

３４．司法制度にも同様のメカニズムが存在することが報告されて

いる28。制裁が課される際，あるいは，人が刑務所に送られるべきか，

保釈されるべきか，あるいは別の刑罰を受けるべきかを決定する際

に，ある個人が将来一つ又は複数の犯罪を犯す可能性を予測するた

めに，国家はアルゴリズム・プロファイリングの使用にますます頼

るようになってきている。当局は，個人の犯罪歴，家族や友人，仕

事や学歴などの社会状況に関する情報を収集し，アルゴリズムが提

供するスコアから，その人がどの程度の「危険性」を持っているか

を評価するが，そのような評価は，通常，秘密に行われている。こ

のようなアルゴリズムによるプロファイリングの使用は，上記のパ

ラグラフ３３で説明したものと同様の懸念を生じさせる。 

  

 24 A/73/348, para.38. 
 25 例えば，あるグループのメンバーに不釣り合いに影響を与える検挙などの過去の

差別的慣行が，プロファイリングに使用されるデータに反映されると，アルゴリ
ズムによるプロファイリングの結果に影響を与えることになる。 

 26 欧州基本権機関「#BigData：データで支援された意思決定における差別」，FRA フ
ォーカスペーパー（２０１８年），４～５頁。 

 27 Rashida Richardson, Jason M. Schultz and Kate Crawford, "Dirty data, bad 
predictions: how civil rights violations impact police data, predictive 
policing systems, and justice", New York University Law Review, vol.94 
(２０１９年５月).参照。 

 28 例えば，Julia Angwin ら”Machine bias”,ProPublica，２０１６年５月２３日参
照。  
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３５．特定の人口統計学的グループを追跡・管理するための顔認識

技術の使用が増加していることは，プライバシーの権利，平和的集

会・結社の自由，表現の自由，移動の自由など，多くの人権に関す

る懸念が生じている。これは，顔の形状に基づいて自動的に個人を

識別するように設計されており，人種，皮膚の色，国籍，民族的出

自や性別などの差別的な理由に基づいて人々をプロファイリングす

る可能性がある2930。リアルタイムの顔認識技術を搭載したカメラは，

個人を識別し追跡する目的で広く利用されており31，政府などが保護

された特性に基づいて，多数の個人の動きを記録することを可能に

する可能性がある32。さらに，顔認識技術の精度は，対象となる人の

皮膚の色，民族や性別によって異なる可能性があり，それが差別に

つながる可能性があることが示されている33。 

３６．場合によっては，個人の民族性や国籍を決定するためのＤＮ

Ａ検査にアルゴリズムが採用されている。そのようなＤＮＡ検査の

結果は，プロファイリングにつながる可能性がある。委員会は，科

学界のコンセンサスに沿って，個人のＤＮＡ組成とその民族性や国

籍との間には直接的な関連性がないことに留意する。したがって，

委員会は，国家及び法執行当局，特に国境警備当局によるＤＮＡプ

ロファイリングの使用を非難する。さらに，ＤＮＡプロファイリン

グの結果は，特定の少数民族に暴力的な傾向があるという誤った主

張をするために法執行当局によって利用され，その結果，それらの

グループは差別的な警察業務にさらされてきた34。 

 VIII. 提言  

３７．人種プロファイリングの問題に対抗するために，政府，法執

行機関，市民社会組織によって様々な戦略が採用されてきた。委員

会は，これらの戦略が，締約国や他の関係者に対する勧告の基礎と

なるとの見解を持っている。 

 A. 立法，及び，政策に関連する施策 

３８．前提として，また，更なる措置を排除する趣旨ではなく，民

法，行政法及び刑法を含む人種差別に対する包括的な立法は，人種

プロファイリングと効果的に闘うために不可欠である。締約国は，

  

 29 A/HRC/44/57, para.14. 
 30 A/HRC/41/35, para.12. 
 31 A/HRC/39/29, para.14. 
 32 A/HRC/41/35, para.12.  
 33 Joy Buolamwini と Timnit Gebru, "Gender shades: intersectional accuracy 

disparities in commercial gender classification", Proceedings of Machine 
Learning Research, vol.81 (2018) on the Conference on Fairness, 
Accountability, and Transparency，及び，Inioluwa Deborah Raji と Joy 
Buolamwini, "Actionable audits: investigating the impact of public naming 
biased performance results of commercial AI products" (2019), Conference 
on Artificial Intelligence, Ethics, and Society 参照。 

 34 Ruha benjamin,”Race After Technology: Abolitionist Tools for the New Jim 
Code”（Polity,2019） 
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法執行機関職員による人種プロファイリングを定義し，禁止する法

律及び政策を策定し，効果的に実施すべきである。このような措置

は，法執行機関に対する明確な指針を伴うべきであり，標準的な実

施手続及び行動規範を含む内部方針が人権基準及び原則に沿ったも

のであることが保証されなければならない。締約国はまた，人種プ

ロファイリングを可能にしたり，容易にしたりする可能性のある法

律及び規制にも注意を払うべきである。締約国は，そのような法律

を特定するための調査を行い，その結果に応じてそれらの法律を改

正又は廃止するべきである。 

３９．締約国は，人種プロファイリングを防止するために，法執行

機関が，関連団体と協議の上，正確な基準をもって，職務質問の実

施に関する詳細なガイドラインを作成することを確保すべきである。

法執行機関は，効果的で独立した監視メカニズムを内外に確立すべ

きであり，不正行為があった場合に適用される懲戒措置を想定すべ

きである。また，独立した専門家の支援を受けた定期的な監査を実

施し，内部方針と実務との間のギャップを明らかにすべきである。

このような手続の結果の透明性は，法執行の説明責任と，対象とな

る個人や地域社会の信頼を強化する可能性があるため，強く推奨さ

れる。 

４０．条約第６条に基づき，締約国は，条約に反する人権及び基本

的自由を侵害する人種差別の行為に対する効果的な保護及び救済，

並びにそのような差別の結果として被った損害に対する公正かつ適

正な賠償又は救済を求める権利を，その管轄にある全ての者に保証

しなければならない。 

４１．締約国は，被害者中心のアプローチを採用し，当局，地域社

会，市民社会組織（交差的な形態の差別を経験しているグループを

代表するものを含む），及び国内人権機関との間の協力モデルを促

進することにより，支援サービスを効果的に調整することが奨励さ

れる。委員会は，条約の第５条(a)と第６条の間の相互関係を強調し，

刑事手続における人種プロファイリング効果が継続することを防止

するために，司法当局及び司法を管理する他の機関に効果的に意見

聴取し，そのようなプロセスに関与させべきであることに留意する。  

 B. 人権教育，及び，研修  

４２．締約国は，法執行機関に対して，偏見が業務に与える影響に

ついて法執行機関職員の間で意識を高め，非差別的な行為を確保す

る方法を実証するような，専門的かつ義務的な研修プログラムを開

発すべきである。交差的な形態の差別を経験しているメンバーを含

む，汚名を着せられたグループは，可能であれば，そのような訓練

の開発と実施に関与すべきである。法執行機関は，ステレオタイプ

や偏見の影響を受けやすい分野では，裁量を制限し，監督を強化す

るため，差別や偏見に基づく取り締まりに対抗するための実地研修

に対して，制度的に介入してこれを補完するべきである。さらに，
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態度や行動の変化に関する研修の限界についての懸念を考慮すると，

差別・偏見をなくすための研修は定期的に評価され，それが望まし

い影響を与えることを確かなものとするために更新されるべきであ

る。  

４３．データを解釈する人工知能の専門家や公務員も，人種的偏見

を含む，あるいは結果的に人種的偏見をもたらす可能性のあるデー

タの入力を避けるために，基本的な権利を明確に理解していなけれ

ばならない。締約国は，データを解釈する専門家や公務員，及び，

司法官，法執行機関職員などに対し，人種主義や人種差別に関する

研修を提供すべきである。締約国は，人種差別を禁止する必須条件

に基づく調達方針を策定すべきである。 

４４．締約国は，国内人権機関や専門機関と協力して，アルゴリズ

ム・バイアスや新技術に関し，市民社会組織への研修を促進すべき

である。  

４５．人権教育と研修は，警察官が差別をしないことを確実にする

ために不可欠である。国内人権機関は，市民社会組織と協力して，

法執行機関職員を訓練し，また，差別につながる可能性のある新し

い技術的ツールを調査し，実務上の他のリスクを明らかにするため

の中心的な役割を果たすことができる35。 

 C. 採用に関する対策  

４６．締約家は，法執行機関が，自分達が仕える集団の構成を反映

した多様な労働力を促進するための採用，委託，及び昇進に関する

戦略を策定することを確保すべきである。このような戦略には，内

部割当の設定や少数民族のための採用プログラムの開発などが含ま

れる可能性がある。これは，より偏見のない意思決定を生み出すた

めに，機関の文化や職員の態度に影響を与える可能性がある。 

４７．締約国は，法執行機関が採用・昇進に関する方針を定期的に

評価し，必要な場合には，様々な国民的又は民族的マイノリティ集

団，及び，特に宗教，性とジェンダー，性的指向，障がい，年齢に

基づく交差的形態の差別を経験している集団を代表する者が少ない

という状況に対して効果的に対処するため，一時的な特別措置を実

施することを確保すべきである。  

 D. 地域社会における警察活動  

４８．締約国は，法執行機関が，人種差別に直面している個人や集

団と効果的に関与するための戦略を，異なるコミュニティの固有の

文脈，力学，及び需要を考慮に入れて策定することを確保すべきで

ある。これは，対話を改善し，不信感や人種プロファイリングのレ

ベルを下げるのに役立つはずである。女性を含む多くの集団は，地

域社会の指導者レベルでは適切に配置されていないため，警察と地
  

 35 Contribution from Nicaragua. 
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域社会の対話は地域社会の指導者以外にも拡大されるべきであり，

献身的で繊細なアウトリーチ活動が必要となる可能性がある。警察

から最もよく狙われる若者がその重要な例であろう。 

４９．締約国は，警察その他の法執行機関からの公開情報が，信頼

できる客観的な統計に基づいており，差別の対象とされている民族

集団に対する固定観念や偏見を永続させないことを確保するための

措置を採用すべきである。さらに，締約国は，そのような開示が厳

格に必要であり，かつ，指名手配通知の場合のような正当な目的に

資する場合を除き，加害者とされる者についての個人データのうち，

人種，肌の色，世系，又は国籍もしくは民族的出身の推定と結びつ

く情報の開示を控えるべきである。 

 E. 集積されたデータ 

５０．締約国は，身元確認，交通規制，国境調査などの関連する法

執行の実施について，交差的形態によるものを含む人種差別の禁止

事由に関する情報，及び法執行の根拠と遭遇の結果に関する情報を

含む，集積された量的・質的データを定期的に収集し，監視すべき

である。このような実務によって生成された匿名化された統計は，

一般に公開され，地域社会の人々との間で議論されるべきである。

データは，人権基準・原則，データ保護規則，プライバシーの保証

に則って収集されるべきである。この情報は悪用されてはならない。 

５１．締約国はまた，自然人に関する特定の個人的側面を評価する

ための情報で構成された個人データ，特に，その人の仕事上のパフ

ォーマンス，経済状況，健康，個人的嗜好，関心，信頼性，行動，

場所，又は移動に関する側面を分析又は予測するための個人情報で

構成された個人データの自動処理の形態からも保護しなければなら

ない36。 

 F. 説明責任 

５２．締約国は，人種差別，人種主義，人種的・民族的プロファイ

リングに関する市民からの苦情を受けるための通報制度，独立した

法執行機関，及び，その他関連する機関を創設すべきである37。その

ような制度は，迅速かつ効果的に申し立てを調査し，市民社会や人

権監視機関と連携して活動する力を持たなければならない。また，

データ保護規則や人権基準に従って，その調査結果を公に報告しな

ければならない。このような制度は，交差的な形態による差別の場

  

 36 犯罪の予防，捜査，取調べ，犯罪者の起訴または刑事罰の執行を目的とした管轄
当局による個人データの処理に関する自然人の保護，及び，当該データの自由な
移動に関する２０１６年４月２７日付欧州議会及び理事会のＥＵ指令 2016/680，
及び理事会枠組決定 2008/977/JHA 第３条（４）の廃止。 

 37 人種差別と不寛容に反対する欧州委員会，一般政策勧告第１１号，パラ１０と解
説。 
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合には，障がいを持つ人々の特別なニーズを考慮しなければならな

い。  

５３．締約国は，差別的行動を防止するために，法執行機関の内部

及び外部に，監督制度を確立すべきである。そのような制度は，人

種プロファイリングと闘い，防止するための内部指針，方針，規則

を策定し，それに違反した職員に対して懲戒処分を行うことにより，

内部の説明責任を確保すべきである。  

５４．法執行機関による人種プロファイリングが起きた場合は，国

際的な人権基準に従って効果的に調査されるべきである。責任のあ

る者は起訴され，そして，仮に有罪判決を受けた場合には，適切な

刑罰をもって制裁され，被害者に補償が与えられるべきである。  

５５．締約国は，法執行機関内の上級職員が，その機関内で非差別

方針及び実践を推進し，職員の行動を厳正に監視し，内部の独立し

た監視機構を通じて不正行為に及んだ職員に説明責任を負わせるこ

とを確実にすべきである。38これらの行動は，職員の意思決定と実際

の行動に関するデータが利用可能であること，及び，その分析が助

けとなり得る。上級職員はまた，テロ対策を含め，周縁化されたグ

ループやコミュニティに不均衡な影響を与え得る法の適用や業務遂

行による影響を検証すべきである。  

５６．国内人権機関及び市民社会組織は，人種プロファイリングの

事件を監視し，そのようなプロファイリングの被害者を支援するよ

う奨励される。それらの機関は，市民の意識を高め，調査結果を公

表し，改革のためにロビー活動を行い，法執行機関その他の国や地

方の機関と建設的に関わるべきである。  

５７．国際的及び地域的な人権機構，国内人権機関及び平等機関，

市民社会グループ及び一般市民は，法執行機関の差別的な業務遂行

に関する苦情を申し立てる可能性を持つべきである。一般市民は，

独立したメカニズムを通じて苦情を申し立てることができるように

すべきである。  

 G.  人工知能  

５８．締約国は，法執行の目的で使用されるアルゴリズム・プロフ

ァイリング・システムが国際人権法を完全に遵守していることを確

保すべきである。そのために，国は，そのようなシステムを準備又

は導入する前に，その使用目的を決定し，人権侵害を防止するため

の制限及び担保を可能な限り正確に規定するための適切な立法，行

政及びその他の措置を採用すべきである。このような措置は，特に，

アルゴリズム・プロファイリング・システムの導入が，差別されな

い権利，法の下の平等の権利，身体の自由及び安全についての権利，

推定無罪の権利，生命に対する権利，プライバシー権，移動の自由，

平和的集会及び結社の自由，恣意的逮捕及びその他の介入に対する

  

 38 上記のパラ５３を参照のこと。 
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保護，及び効果的な救済を受ける権利が損われないようにすること

を目的とすべきである。 

５９．締約国は，顔認識技術を採用する前に，データ収集における

意思の不在により誤認につながる可能性のある，人権への潜在的な

影響を慎重に評価すべきである。国として導入する前に，締約国は，

皮膚の色に基づく誤認やプロファイリングの潜在的な事例を軽減す

るために，人口の多様な構成を反映する個人を含む独立した監視機

関の監督の下で試験的な期間を設けることを検討すべきである。 

６０．締約国は，法執行の目的のために導入されるアルゴリズム・

プロファイリング・システムが透明性を 確保し，研究者や市民社会

がコードにアクセスして精査することができるようにすべきである。

それらのシステムのライフサイクルを通して，それらのシステムの

人権への影響について継続的な評価と監視が行われるべきであり，

締約国は，人権へのリスクや害が特定された場合には，適切な緩和

措置を講じるべきである。これらのプロセスでは，人種，肌の色，

世系，国籍又は民族的出身，及び，これらの差別事由と他の事由，

例えば宗教，性別とジェンダー，性的指向と性自認，障がい，年齢，

在留資格，就労又はその他の状況を含む他の理由との交差に基づく

アルゴリズム・プロファイリングの潜在的及び現実の差別的影響を

検証すべきである。これらのプロセスは，可能な限り，そのような

システムの開発又は取得に先立ち，あるいは少なくともシステムの

使用に先立ち，かつ，使用している全期間にわたって実施されるべ

きである。このようなプロセスには，地域社会への影響評価が含ま

れるべきである。潜在的又は実際に影響を受ける可能性のあるグル

ープ，及び関連する専門家を，評価及び緩和プロセスに含めるべき

である。 

６１．締約国は，アルゴリズム・プロファイリング・システムの使

用における透明性を確保するために，全ての適切な措置を講じるべ

きである。これには，そのようなシステムの使用の公開と，システ

ムがどのように機能するか，使用されているデータセット，人権侵

害を防止又は軽減するための措置についての有意義な説明が含まれ

る。 

６２．締約国は，独立した監視機関が，公的機関による人工知能ツ

ールの使用を監視し，不平等を助長したり差別的な結果を生じさせ

たりしていないことを確保するため，条約に従って策定された基準

に照らして評価する権限を有することを確保するための措置を採用

すべきである。締約国はまた，欠陥を評価し，必要な是正措置を講

じるために，そのようなシステムの機能を定期的に監視，評価する

ことを確保すべきである。ある技術を評価した結果，差別やその他

の人権侵害のリスクが高いことが示された場合，締約国は，そのよ

うな技術の使用を回避するための措置を講じるべきである。  

６３．締約国は，法執行の分野における人工知能システムについて，

民間による設計，配備，実施が人権基準を遵守していることを保証
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するための措置を採用すべきである。また，締約国は，人種差別又

は一般的に条約に違反する可能性のある他のあらゆる形態の差別に

つながる可能性のあるアルゴリズムのプログラミング，使用及び商

業化において，企業が守らなければならないガイドライン及び行動

規範の採択及び定期的な改訂を確保すべきである。  

６４．締約国は，アルゴリズムの開発，学習，マーケティング，及

び利用の過程において，公的機関，民間企業その他の関連組織が，

以下のことを確保するための規則を採用するべきである。(a) 平等

及び非差別の原則を遵守し，ビジネスと人権に関する指導原則（特

に指導原則 1-3，11 及び 24）に沿って，人権一般を尊重すること，

(b) 透明性を確保するために制定された予防原則及びあらゆる行政

上又は立法上の措置を遵守すること，(c) 法執行機関が個人に関す

る私的なデータにアクセスできるかどうかを公表すること，及び，

(d) 条約で保護されている社会集団に対する不公平又は不均衡な影

響を回避すること。  

６５．締約国は，アルゴリズムによる偏見の全ての事例が適切に調

査され，制裁措置が課されることを保証すべきである。 

６６．締約国は，法執行の目的でアルゴリズム・プロファイリング

・システムを開発，販売，運用する企業が，社会学，政治学，コン

ピュータ・サイエンス，法律などの複数の分野の個人を関与させ，

人権に対するリスクを定義し，人権の尊重を確保する責任を負うこ

とを保証すべきである。そのために，締約国は，企業が，以下の内

容を伴った人権デューデリジェンスのプロセスを実施することを奨

励すべきである。(a) 現実に又は潜在的に悪影響を及ぼす可能性の

ある人権の影響を特定・査定するための評価を実施すること，(b) 

それらの評価を総合し，特定された悪影響を防止し，緩和するため

の適切な措置を講じること，(c) それらの努力の有効性を追跡する

こと，(d) 人権の影響に対していかに対処したかを正式に報告する

こと39。 

６７．人権への悪影響を特定し，評価し，防止し，軽減するプロセ

スにおいて，企業は，上記第２７項で概説されたデータ関連の要因

に特に注意を払うべきである。差別的な結果やその他の人権への悪

影響を防止するために，研修データを選択し，モデルを設計すべき

である。さらに，企業は，アルゴリズム・プロファイリング・シス

テムを開発するチームに，多様性，公平性その他の手段を取り入れ

ることを追求すべきである。また，企業は，アルゴリズム・プロフ

ァイリング・システムについて独立した第三者監査を受け入れるべ

きである40。締約国により計画又は予定された使用の性質を原因とす

る場合を含め，差別やその他の人権侵害のリスクがあまりにも高い，
  

 39 A/HRC/39/29, para.45；及び「ビジネスと人権に関する指導原則」指導原則１７
～２１。アムネスティ・インターナショナル及び Access Now による Toronto 
Declaration, ”Protecting the Right to Equality and Non-Discrimination in 
Machine Learning Systems”も参照。 

 40 Toronto Declaration, ”Protecting the Right to Equality and Non-
Discrimination in Machine Learning Systems”参照。 
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又は緩和が不可能であると評価された場合，民間企業は，そのアル

ゴリズム・プロファイリング・システムを販売したり，導入したり

してはならない。 

６８．締約国は，人工知能に関連した人種差別の事例，予防措置，

制裁措置，救済措置を文書化し，委員会への報告書にそのような情

報を含めるべきである。  

６９．人権機関，締約国，国内人権機関及び市民社会組織は，研究

を実施し，その結果を普及させ，人権遵守及び機械学習の倫理的側

面に関連するものを含め，人工知能に由来する人種的バイアスに対

処する効果的な措置に関するグッドプラクティスを特定し，また，

アルゴリズムのプログラミング及び訓練の過程における解釈又は透

明性に関連する基準を特定し，これらをあらゆる形態の人種差別の

撤廃に関する国際条約のレンズを通して行うべきである。 

    


